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令和６年度上尾市公共下水道事業会計予算 

（総  則） 

第１条  令和６年度上尾市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条  業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１）接 続 戸 数            ９０，０００戸 

  （２）年 間 総 排 水 量        ２２，７０３，０００㎥ 

  （３）一 日 平 均 排 水 量            ６２，２００㎥ 

  （４）主要な建設改良事業 

          汚水管渠整備事業    事業費  １，７５９，１８９千円 

      雨水管渠整備事業    事業費     ８６，１００千円 

     ポンプ場整備事業    事業費     ４９，９００千円 

      流域下水道整備事業   事業費    ２０６，７２４千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                      収               入 

  第１款   下水道事業収益                 ３，８７０，０００千円 

    第１項   営業収益                     ２，６４６，６９７千円 

    第２項   営業外収益                   １，２２３，３０３千円 

                      支               出 

  第１款   下水道事業費用                 ３，８０９，０００千円 

    第１項   営業費用                     ３，５７１，６１６千円 

    第２項   営業外費用                      ２３４，８２６千円 

 第３項  予 備 費                             ２，５５８千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１，３２３，０００千円

は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１３７，９５４千円並びに過年度分損益勘定留保資金１，１８５，０４６千円で

補填するものとする。）。 

                      収               入 

  第１款   資本的収入                     １，８９９，０００千円 

    第１項   企 業 債                   １，０１７，８００千円 

    第２項   他会計出資金                     ２９８，８３３千円 

    第３項   他会計補助金                     １２９，３４９千円 

    第４項   国庫補助金                       ３９８，２００千円 

第５項   負担金等              ５２，７４８千円 

第６項  長期貸付金償還金収入         ２，０７０千円 

                       支               出 

  第１款   資本的支出                     ３，２２２，０００千円 

    第１項   建設改良費                   ２，２７２，３３０千円 

    第２項   企業債償還金                   ９４０，７２４千円 

  第３項   投 資 等                             ６，０００千円 

  第４項   予 備 費                             ２，９４６千円 

（債務負担行為) 

第５条  債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

事    項 期   間 限 度 額 

公共下水道事業会計処理支援業務 令和 6 年度から令和 7 年度まで 1,824 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

単位:千円 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利     率 償 還 の 方 法 

公共下水道事業 811,200 普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内。 

ただし、利率見直し方式で借り

入れる資金について、利率の見直

しを行った後においては、当該見

直し後の利率。 

 借入先の融通条件による。 

 ただし、企業財政の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、若しくは

繰上償還し、又は低利に借換えするこ

とができる。 
流域下水道事業 206,600 

(一時借入金) 

第７条 一時借入金の限度額は、６００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条  予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  （１）営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用す

る場合は、議会の議決を経なければならない。 

（１） 職員給与費                   ２５４，１００千円 

（他会計からの補助金） 

第１０条  公共下水道事業の安定のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、３６６，４０１千円である。 

     

 

 

   令和６年２月１６日提出 

 

                                  上 尾 市 長            畠 山  稔       
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収益的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 収 益 ３，８７０，０００

1 営 業 収 益 ２，６４６，６９７

1 下 水 道 使 用 料 ２，４５９，０６２

2 他 会 計 負 担 金 １８７，２８９

3 そ の 他 営 業 収 益 ３４６

2 営 業 外 収 益 １，２２３，３０３

1 受 取 利 息 １

2 他 会 計 補 助 金 ２３７，０５２

3 国 庫 補 助 金 ３６，０００

4 長 期 前 受 金 戻 入 ９５０，２５０

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 下 水 道 事 業 費 用 ３，８０９，０００

1 営 業 費 用 ３，５７１，６１６

1 管 渠 費 １２９，６６３

2 ポ ン プ 場 費 ３４２，１８９

3 普 及 指 導 費 ３，１３３

4 業 務 費 １５４，８９７

5 総 係 費 １４６，３７６

6 流域下水道管理運営費負担金 ８１８，６２４

7 減 価 償 却 費 １，９７２，６２８

8 資 産 減 耗 費 ３，１０３

9 そ の 他 営 業 費 用 １，００３

2 営 業 外 費 用 ２３４，８２６

1 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費 ２０６，３０６

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 ２８，５２０

3 予 備 費 ２，５５８

1 予 備 費 ２，５５８

令和６年度上尾市公共下水道事業会計予算実施計画

款 項 目

款 項 目
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資本的収入及び支出

収   入 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 収 入 １，８９９，０００

1 企 業 債 １，０１７，８００

1 建 設 改 良 事 業 債 １，０１７，８００

2 他 会 計 出 資 金 ２９８，８３３

1 他 会 計 出 資 金 ２９８，８３３

3 他 会 計 補 助 金 １２９，３４９

1 他 会 計 補 助 金 １２９，３４９

4 国 庫 補 助 金 ３９８，２００

1 国 庫 補 助 金 ３９８，２００

5 負 担 金 等 ５２，７４８

1 受 益 者 負 担 金 等 ５２，７４８

6 長期貸付金償還金収入 ２，０７０

1 長 期 貸 付 金 償 還 金 収 入 ２，０７０

支   出 単位：千円

    予  定  額     備            考

1 資 本 的 支 出 ３，２２２，０００

1 建 設 改 良 費 ２，２７２，３３０

1 汚 水 管 渠 整 備 費 １，７５９，１８９

2 雨 水 管 渠 整 備 費 ８６，１００

3 ポ ン プ 場 整 備 費 ４９，９００

4 事 務 費 １５６，６２１

5 流 域 下 水 道 建 設 費 負 担 金 ２０６，７２４

6 受 益 者 負 担 金 賦 課 徴 収 費 １３，５４６

7 固 定 資 産 購 入 費 ２５０

2 企 業 債 償 還 金 ９４０，７２４

1 企 業 債 償 還 金 ９４０，７２４

3 投 資 等 ６，０００

1 投 資 等 ６，０００

4 予 備 費 ２，９４６

1 予 備 費 ２，９４６

款 項 目

款 項 目
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単位：千円

１ 業　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

当年度純利益 184

減価償却費 1,972,628

資産減耗費 3,103

賞与引当金の増減額（△は減少） 461

貸倒引当金の増減額（△は減少） 879

長期前受金戻入額 △ 950,250

受取利息 △ 1

支払利息 206,306

未収金の増減額（△は増加） △ 5,696

未払金の増減額（△は減少） 111,009

小計 1,338,623

利息の受取額 1

利息の支払額 △ 206,306

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,132,318

２ 投　資　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

有形固定資産の取得による支出 △ 1,899,003

無形固定資産の取得による支出 △ 187,931

国庫補助金等による収入 450,948

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 129,349

貸付による支出 △ 6,000

貸付金の償還による収入 2,070

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,510,567

令和６年度上尾市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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３ 財　務　活　動　に　よ　る　キ　ャ　ッ　シ　ュ　・　フ　ロ　ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,017,800

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 940,724

他会計からの出資による収入 298,833

財務活動によるキャッシュ・フロー 375,909

資金増加額（又は減少額） △ 2,340

資金期首残高 1,800,315

資金期末残高 1,797,975
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１ 総 括
単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員で外書き

単位：千円

ア　会計年度任用職員以外 単位：千円

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き

単位：千円

0

4,500 21 0 3,010比　　　較 △ 660 264 1,380 △ 228 0

手当の内訳
89

期末勤勉手当

13,543 3,948 17,491

前　年　度 4,464 6,792 1,272 1,740

本　年　度 3,804 7,056 2,652 1,512

0 14,063 68 2,040 46,152

18,563 2,040 49,162

管理職手当区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当
管理職員特別

勤務手当

21

一 般 職
（人）

196,226 57,874 254,100
27

182,683 53,926

本年度 0
(0)

0 111,348 84,878

前年度 0
(0)

0 106,092 76,591 236,609
26

2,040 49,162

0 3,010

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計

0 14,063 68 2,040 46,152

比　　　較 △ 660 264 1,380 △ 228

手当の内訳

特 別 職
（人）

計

0 4,500

1,512

区　　　分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

0 18,563 89

特殊勤務手当 時間外勤務手当

本年度 0
(0)

0 111,348 84,878 196,226

3,948 17,491

57,874

比　較 0
(0)

0 5,256 8,287 13,543

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　　分

職 員 数 給　　　　　　与　　　　　　費

法定福利費 合　計特 別 職
（人）

一 般 職
（人）

報　　酬 給　　料 手    当 計

27

前年度 0
(0)

0 106,092 76,591

254,100

1

182,683 53,926 236,609
26

管理職員特別
勤務手当

管理職手当 期末勤勉手当

本　年　度 3,804 7,056 2,652

前　年　度 4,464 6,792 1,272 1,740

報　　酬 給　　料 手    当

比　較 0
(0)

0 8,287
1

5,256
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イ　会計年度任用職員 単位：千円

( )内は、パートタイム会計年度任用職員で外書き
単位：千円

２　給料及び手当の増減額の明細
単位：千円

1．給与改定に伴う増減分  給与改定の状況

給料の改定率

給与改定実施時期

2．昇給に伴う増加分  平均昇給率 　1.56％

２号給 0 人

４号給 25 人

６号給 人

８号給 人

3．その他の増減分  職員数の異動状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

1．制度改正に伴う増減分  給与改定に伴う手当改正分

2．その他の増減分 7,306

前年度 26 0 26

増　減 1 0 1

現に在職
する職員数 その他 計

本年度 27 0 27

手    当 8,287 981 981

号給別職員数

2,801

前年度

比　　　較 0 0 0

本　年　度 0 0 0

前　年　度 0 0 0

1,670

（号給数） （職員数）

区　　分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　明 備　　　　　考

給　　料 5,256 785

区　　　分 地域手当 通勤手当 期末勤勉手当

0
比　較

(0)

0.83%

令和6年1月

0 0 0 0 0 0

手当の内訳

0 0 0
0

本年度
(0)

0 0 0 0 0 0
0

前年度
(0)

0 0 0

区　　　　分
職 員 数
（人）

給　　　　　　与　　　　　　費
法定福利費 合　計

報　　酬 給　　料 手    当 計
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３　給料及び手当の状況
(１) 職員１人当たり給与 単位：円

　

(２) 初任給 単位：円

(３) 級別職員数

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( ) ( )

( )内は、再任用短時間勤務職員で外書き

（級別の基準となる職務）

61.5

100.0

6　級 7　級

行　　政　　職
主　事

主　任 主　査 副主幹 課　長 次　長 部　長

区　　　　　分 1　級 2　級 3　級 4　級 5　級

技　師

計 計
27 26

7　級 0.0 7　級 0.0
0 0

100.0

3.9
2 1

6　級 3.7 6　級 3.9
1 1

5　級 7.4 5　級 7.6
2 2

令和6年1月1日現在

1　級 3.7

令和5年1月1日現在

1　級 3.9
1 1

2　級 2　級
15

4　級 22.2 4　級 19.2
6 5

16

3　級 7.4 3　級

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

区　　　分
事 務 ・ 技 術 職

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

令和5年1月1日現在
高　校　卒 164,100 164,100 169,800

大　学　卒 191,700 191,700 198,500

区　　　　　分 事務・技術職
一 般 会 計 の 制 度

行　政　職 消　防　職

令和6年1月1日現在
高　校　卒 176,100 176,100 181,800

大　学　卒 202,400 202,400 208,000

令和5年1月1日現在

平均給料月額 324,627

平均給与月額 404,199

平均年齢(歳) 42.4

区　　　　　分 事務・技術職

令和6年1月1日現在

平均給料月額 328,669

平均給与月額 416,584

平均年齢(歳) 42.6

55.6
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(４) 昇給

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

〔Ａ〕

〔Ｂ〕

〔Ｂ〕／〔Ａ〕

(５) 特殊勤務手当

(６) 期末手当・勤勉手当 単位：月分

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

（ ) （ ) （ )

( )内は、再任用職員及び再任用短時間勤務職員に係る支給率

2.200 2.200 4.400

職制上の段階、職務の
 級等による加算措置

備　　考
6月 12月

代表的な特殊勤務手当の名称

比 率 （％） 92.3 92.3

区 分

本 年 度

有
2.250 2.250 4.500

一般会計の制度
1.175

前 年 度 有

1.175 2.350

1.175 1.175 2.350
有

2.250 2.250 4.500

1.150 1.150 2.300

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支給率計

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.0 0.0

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（％） 0.0 0.0

（令和6年1月1日現在）

全 職 種 事務・技術職

前
年
度

職 員 数 （人） 26 26

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 24 24

号 給 数 別 内 訳
6号給 （人） 0 0

8号給 （人） 0 0

2号給 （人） 0 0

4号給 （人） 24 24

（％） 92.6 92.6

25 25

6号給 （人） 0 0

区　　　　　分 合　計 事務・技術職

本
年
度

職 員 数 （人） 27 27

昇 給 に 係 る 職 員 数 （人） 25 25

号 給 数 別 内 訳

2号給 （人） 0 0

4号給 （人）

8号給 （人） 0 0

比 率

－295－



(７) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当 単位：月分

(８) その他の手当

通　勤　手　当 同

地　域　手　当 同

住　居　手　当 同

その他の加算措置等

（2～45％加算）

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

備　　考

支  給  率  等 24.586875 33.27075 47.709

区　　      分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

定年前早期退職特例措置

定年前早期退職特例措置

（2～45％加算）

同

一般会計の制度
（支 給 率 等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

扶　養　手　当

47.709
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単位：千円

期　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額 下 水 道 事 業 収 益

1,824公共下水道事業会計処理支援業務 1,824 － － 令和6～7年度 1,824

1,800

公共下水道事業経営戦略ロードマップ策定支援業務 6,732 － － 令和6年度 6,732 6,732

ポンプ場汚泥処分業務 1,800 － － 令和6年度 1,800

2,000

水質等調査業務 11,500 － － 令和6年度 11,500 11,500

管渠汚泥処分業務 2,000 － － 令和6年度 2,000

1,500

下水道施設清掃業務（Ｂ工区） 1,500 － － 令和6年度 1,500 1,500

下水道施設清掃業務（Ａ工区） 1,500 － － 令和6年度 1,500

12,000

下水道施設修繕工事（Ｂ工区） 10,000 － － 令和6年度 10,000 10,000

下水道施設修繕工事（Ａ工区） 12,000 － － 令和6年度 12,000

債務負担行為に関する調書

事　　　　　　項 限　度　額

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支 払
左 の 財 源 内 訳

義 務 発 生 ( 見 込 ) 額 義 務 発 生 予 定 額
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,573

減 価 償 却 累 計 額 △ 119,208 243,365

ハ 構 築 物 57,257,400

減 価 償 却 累 計 額 △ 9,633,492 47,623,908

ニ 機 械 及 び 装 置 1,217,769

減 価 償 却 累 計 額 △ 824,141 393,628

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 327

減 価 償 却 累 計 額 △ 144 183

ヘ 建 設 仮 勘 定 103,577

有 形 固 定 資 産 合 計 49,170,638

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,774,960

無 形 固 定 資 産 合 計 2,774,960

令和６年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（当年度分）

（令和７年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 9,250

ハ 破 産 更 生 債 権 等 11,115

貸 倒 引 当 金 △ 11,115

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 13,672

固 定 資 産 合 計 51,959,270

２

（１） 現 金 預 金 1,797,975

（２） 未 収 金 263,856

貸 倒 引 当 金 △ 8,266 255,590

（３） 短 期 貸 付 金 2,070

（４） そ の 他 流 動 資 産 232,763

流 動 資 産 合 計 2,288,398

資 産 合 計 54,247,668

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,820,273

企 業 債 合 計 16,820,273

固 定 負 債 合 計 16,820,273

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

915,667

企 業 債 合 計 915,667

（２） 未 払 金 298,758

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 19,705

引 当 金 合 計 19,705

（４） そ の 他 流 動 負 債 7,505

流 動 負 債 合 計 1,241,635

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 12,613,372

収 益 化 累 計 額 △ 2,369,849 10,243,523

ロ 一般会計繰入金長 期前 受金 11,608,861

収 益 化 累 計 額 △ 2,419,603 9,189,258

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 6,057,537

収 益 化 累 計 額 △ 996,264 5,061,273

繰 延 収 益 合 計 24,494,054

負 債 合 計 42,555,962
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６ 10,751,198

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 134,530

利 益 剰 余 金 合 計 134,530

剰 余 金 合 計 940,508

資 本 合 計 11,691,706

負 債 資 本 合 計 54,247,668

剰    余    金

資    本    の    部

資    本    金
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和６年度上尾市公共下水道事業注記（当年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 1,776 千円

１年超 7,152 千円

8,928 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は3,001,432千円である。
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単位：千円  

1

（１） 下 水 道 使 用 料 2,233,280

（２） 他 会 計 負 担 金 197,103

（３） そ の 他 営 業 収 益 715 2,431,098

２

（１） 管 渠 費 105,942

（２） ポ ン プ 場 費 315,457

（３） 普 及 指 導 費 3,042

（４） 業 務 費 123,697

（５） 総 係 費 127,307

（６） 流 域 下 水道 管理 運営 費負 担金 742,646

（７） 減 価 償 却 費 1,962,098

（８） 資 産 減 耗 費 15,122

（９） そ の 他 営 業 費 用 1,230 3,396,541

営 業 利 益 △ 965,443

令和５年度上尾市公共下水道事業予定損益計算書 （前年度分）

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

営    業    収    益

営    業    費    用

－304－



３

（１） 受 取 利 息 1

（２） 他 会 計 補 助 金 201,072

（３） 国 庫 補 助 金 25,550

（４） 長 期 前 受 金 戻 入 946,947 1,173,570

４

（１） 支 払 利 息 207,828 207,828 965,742

経 常 利 益 299

当 年 度 純 利 益 299

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金  134,047

その他の未処分利益剰余金変動額 0

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 134,346

営   業   外   費   用

営   業   外   収   益
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単位：千円  

1

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 805,977

ロ 建 物 362,573

減 価 償 却 累 計 額 △ 100,166 262,407

ハ 構 築 物 55,407,981

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,965,462 47,442,519

ニ 機 械 及 び 装 置 1,172,405

減 価 償 却 累 計 額 △ 746,731 425,674

ホ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 99

減 価 償 却 累 計 額 △ 94 5

ヘ 建 設 仮 勘 定 103,577

有 形 固 定 資 産 合 計 49,040,159

（２） 無 形 固 定 資 産

イ 施 設 利 用 権 2,793,386

無 形 固 定 資 産 合 計 2,793,386

令和５年度上尾市公共下水道事業予定貸借対照表（前年度分）

（令和６年３月３１日）

資    産    の    部

固  定  資  産
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（３） 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 出 資 金 4,422

ロ 長 期 貸 付 金 5,320

ハ 破 産 更 生 債 権 等 10,944

貸 倒 引 当 金 △ 10,944

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 9,742

固 定 資 産 合 計 51,843,287

２

（１） 現 金 預 金 1,800,315

（２） 未 収 金 258,331

貸 倒 引 当 金 △ 7,558 250,773

（３） 短 期 貸 付 金 2,070

（４） そ の 他 流 動 資 産 232,763

流 動 資 産 合 計 2,285,921

資 産 合 計 54,129,208

３

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

16,718,140

企 業 債 合 計 16,718,140

固 定 負 債 合 計 16,718,140

流  動  資  産

負    債    の    部

固  定  負  債
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４ 流  動  負  債

（１） 企 業 債

イ
建設改良費等の財源に充てる
た め の 企 業 債

940,724

企 業 債 合 計 940,724

（２） 未 払 金 187,749

（３） 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 18,394

引 当 金 合 計 18,394

（４） そ の 他 流 動 負 債 7,505

流 動 負 債 合 計 1,154,372

５ 繰  延  収  益

（１） 長 期 前 受 金

イ 補 助 金 等 長 期 前 受 金 12,215,680

収 益 化 累 計 額 △ 1,984,947 10,230,733

ロ 一般会計繰入 金長 期前 受金 11,480,606

収 益 化 累 計 額 △ 2,026,181 9,454,425

ハ そ の 他 長 期 前 受 金 6,005,571

収 益 化 累 計 額 △ 826,722 5,178,849

繰 延 収 益 合 計 24,864,007

負 債 合 計 42,736,519
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６ 10,452,365

７

（１） 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,945

ロ 国 庫 補 助 金 251,331

ハ 他 会 計 繰 入 金 552,702

資 本 剰 余 金 合 計 805,978

（２） 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 134,346

利 益 剰 余 金 合 計 134,346

剰 余 金 合 計 940,324

資 本 合 計 11,392,689

負 債 資 本 合 計 54,129,208

剰    余    金

資    本    の    部

資    本    金
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１．重要な会計方針に関する注記

（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

　建物 　８年～５０年

　構築物 １０年～５０年

　機械及び装置 　６年～３０年

　工具、器具及び備品 　４年～１５年

②無形固定資産

・減価償却の方法　定額法による。

・主な耐用年数

施設利用権 ３５年

（２）引当金の計上方法

①退職給付引当金

②賞与引当金

③貸倒引当金

令和５年度上尾市公共下水道事業注記（前年度分）

職員の退職手当に関する負担金は、埼玉県市町村総合事務組合負担金条例第３条に規定されている一般負担金
を除き、すべて一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

職員の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）
見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。
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（３）消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

３．予定貸借対照表等に関する注記

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

４．セグメント情報に関する注記

単一の事業を運営しているため、記載を省略している。

５．減損損失に関する注記

該当事項なし

６．リース契約により使用する固定資産に関する注記

（１）リース会計に係る特例措置

（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年内 1,406 千円

１年超 8,928 千円

10,334 千円

７．重要な後発事象に関する注記

該当事項なし

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

該当事項なし

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）の
うち、他会計が負担すると見込まれる額は3,068,795千円である。
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